
    

 

 

平成 24 年 5月 11 日 

各      位 

上 場 会 社 名 株式会社セラーテムテクノロジー 

代 表 者 名 代表取締役社長  池田 修 

（コード番号  4330 大証 JASDAQ 市場） 

本 社 所 在 地 東京都中央区日本橋本石町 3-1-2 

  

「金融商品取引法第 193 条の３第１項の規定による財務計算に関する書類の適正性の確保に 

影響を及ぼすおそれのある法令違反等事実の通知」に対する回答についてのお知らせ 

 

平成 24 年４月 19 日付当社適時開示「「金融商品取引法第 193 条の３第１項の規定による財務

計算に関する書類の適正性の確保に影響を及ぼすおそれのある法令違反等事実の通知」の受領に

関するお知らせ」のとおり、当社取締役会および監査役会は、当社会計監査人であるパシフィッ

ク監査法人より通知を受けておりましたが、昨日、これに対する回答を別紙のとおり行いました

ので、お知らせいたします。 

当社の経過報告を受けて、監査法人からは、「当社が適切な措置を取るか否かについて今後の

推移を検討し、当該法令違反等事実が当社の財務計算に関する書類の適正性の確保に重大な影響

を及ぼすおそれがあり、当社による適切な措置が取られず、当該重大な影響を防止するために必

要があると認めた場合には、当該事実に関する意見を内閣総理大臣（金融庁長官）に申し出るこ

とになる」との報告を受けています。 

なお、この回答内容にともない、本日平成 24 年５月 11 日付で当社は、「過年度決算等の訂正

に関するお知らせ」、「平成 24 年６月期第３四半期報告書の提出遅延のお知らせ」、「金融商品取

引法違反に対する当社の見解について」をあわせて開示いたしております。 

当社は、今後も引き続き、本件に関する調査を行い、その上で開示すべき事実等が生じた場合

は、速やかに適時開示を行っていく所存です。また、本件により、株主様及びお取引先様をはじ

め関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をお掛けしていることを心よりお詫び申し上げま

す。 

以上 

 

■ 本件に関するお問い合わせ先 

株式会社セラーテムテクノロジー IR 担当   TEL: 03-6820-0740  
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平成 24 年５月 10 日 

パシフィック監査法人 御中 

株式会社セラーテムテクノロジー取締役会 

 

経過報告書 

 

平成 24 年 4 月 18 日に貴法人より受領した「金融商品取引法第 193 条の 3第 1 項の規定による

財務計算に関する書類の適正性の確保に影響を及ぼすおそれのある法令違反等事実の通知」にお

ける法令違反等事実の事実関係の調査、ならびに当該事実に係る法令違反の是正その他の適切な

措置について以下のとおりご報告申し上げます。 

 

１．経緯 

当社は、代表取締役社長池田修（以下「池田」と略す）及び元取締役宮永浩明（以下「宮永」

と略す）と共に、平成 24年３月 26日に、金融商品取引法違反（偽計）の嫌疑で、証券取引等監

視委員会より東京地方検察庁検察官に告発を受け、同日、同容疑で起訴されました。 

当社は、平成 21 年 11 月 13 日当社適時開示「第三者割当による新株式の発行に関するお知ら

せ」および「北京誠信能環科技有限公司子会社化に関するお知らせ」のとおり、WEALTH CHIME 

INDUSTRIAL LIMITED（以下「WCI」とする）に第三者割当増資（以下「本件増資」とする）を行

ったと同時に、THG が所有していた China CEE(Holding)Co.,LTD(以下「CCH」とする)の全株式を

買収しました（以下「本件買収」とする）。この増資部分の WCI と THG が実質的に一体で本件増

資および本件買収が実質的には株式交換であります。 

その後、平成 24 年４月 19 日付当社適時開示のとおり、当社は貴法人より通知を受領するに至

ったため、当社は、事実関係を調査し適切な措置をとるべく社内で検討した次第であります。 

 

２．調査の経過および結果  

平成 24 年４月 28 日に、当社顧問弁護士である土谷法律事務所の土谷喜輝弁護士および当社社

外監査役の廣岡久生監査役が、北京誠信の会議室において関連事項についてヒアリングを行いま

した。また本昨日開催の取締役会においても、関連事項についてヒアリングを行いました。 

その結果、本件増資および本件買収について、実質的に株式交換であると考えられます。すな

わち、北京誠信の海外親会社としての THG は本件増資の手続きにより当社の株主になりました。

当社は THG が所有していた CCH の全株式を買収したことにより、実質的に北京誠信の親会社とな

っています。THG は CCH の全株式を当社に譲渡し、その株式交換の対価として、当社は CCH に投

資した 100 万ドルと WCI に当社株式 111,740 株の新株を割り当てました。 

また WCI と THG は覚書を締結しており、WCI の当社の株主としての権利が THG に帰属すること

が明記されており、本件増資部分の WCI と THG は実質的に一体であることが分かりました。 

 

３．当社の見解    
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本件増資部分に関しては WCI と THG は、実質的に一体であるという調査結果を受け、検討を重

ねた結果、当社の取締役会は、本件増資および本件買収は、資金移動なしに当社株式が北京誠信

株主である THG に交付され、もって北京誠信が当社の完全子会社となることから、実質的に株式

交換であるとの見解であります。 

 なお、今回の調査により、慎重な検討を行い、当社取締役会は以下の見解に至りました。北京誠信

及びTHG（WCIも含め）は、実質的に会社の経営支配権を掌握していません。その理由は、以下のとお

りとなります。 

1. THG および北京誠信のセラーテムテクノロジーの株式持ち比率は４５％で、形式上は当社を

支配することにはなっていなく、また北京誠信は当社の完全子会社であること 

2. 当社の法人代表者、財務担当責任者及び上級管理職は当社の取締役会で選任され、財務

担当責任者、及び上級管理職はいずれも日本国籍で THG および北京誠信から派遣された者

ではないこと 

3. 本件買収当時役員構成は日本人 4名、中国人 3名であり（その後日本人役員宮永が自ら取締

役候補からおりました）、北京誠信及び THG は取締役会を支配できていないこと 

4. 当社の会社経営、財務に関する方針と政策は主に日本側役員または日本側上級管理職によ

り作成され、THG または北京誠信がそれらの政策の作成と実行に支配し、影響をさせようとし

ていないこと 

5. 本社所在地および社名の変更をしていないこと 

により、実際には当社の経営を支配した事実はないことから、過去の会計処理の正確性には影響

がないと考えておりますが、貴法人からの書面による会計処理の見解により、会計処理の訂正に同

意しました。 

 

４．今後の方針    

過年度決算訂正の詳細な内容については現在調査検討中でありますが、貴法人の要請により、

正しい会計処理に修正する場合、平成 21年 7月 1日から平成 21年 12 月 31 日までの北京誠信の

財務諸表は、貴法人の監査を受けていないため、この部分につき追加で監査を受ける必要がある

と考えます。あわせて当社は、平成 24 年６月期第３四半期報告書の提出を行う必要があります

が、貴法人がこれらの処理の適正性を確認した上で、四半期レビュー報告書を当社に交付するま

でには相当の時間を要すると思われます。従って、平成 24 年６月期第３四半期報告書は、金融

商品取引法が定める提出期限である平成24年５月15日までには提出できない見込みとなります。 

当社は、これら過年度決算訂正および平成 24 年６月期第３四半期報告書の提出をできる限り

速やかに行うべく、貴法人と協議の上対応する予定です。 

当社は、今後も引き続き、証拠書類の収集を行うなどの事実に関する調査を行い、事案の解明

に努めるとともに、財務計算に関する書類の適正性の確保のために適切な措置をとるため、今後

の当社のガバナンス体制についても必要に応じ適宜見直すことを検討いたします。 

また、当社は、今後も引き続き、証拠書類の収集を行うなどの事実に関する調査を行い、その

上で、新たな事実等が発見された場合は、速やかに貴法人に報告の上、対応策を協議する所存で

あります。 
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株式会社セラーテムテクノロジー 取締役会 

 

取締役会長    于  文革  ㊞ 

取  締  役  王    暉  ㊞ 

取  締  役  藤本 秀一  ㊞ 

取  締  役  蔡  静偉  ㊞ 

取  締  役  高橋  満  ㊞ 
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平成 24 年 5 月 10 日 

パシフィック監査法人 御中 

株式会社セラーテムテクノロジー監査役会 

 

経過報告書 

 

貴法人より受領した「金融商品取引法第 193 条の 3 第 1 項の規定による財務計算に関す

る書類の適正性の確保に影響を及ぼすおそれのある法令違反等事実の通知」における法令

違反等事実の事実関係の調査、ならびに当該事実に係る法令違反の是正その他の適切な措

置について以下のとおり報告する。 

 

１．経緯および調査結果について 

今回問題となっている事案は、時系列で整理すると、平成 21 年 4 月 30 日付当社適時開

示「代表取締役の異動に関するお知らせ」のとおり社長に就任した池田氏が、中国展開に

当社の将来を見出そうと戦略を抱き、具体的な中国進出の手段として、当時社外の人間で

あり中国企業に精通した宮永氏を当社の取締役に迎え、中国での投資買収案件を宮永氏に

託したのが始まりであると考えられる。その後、平成 21 年６月１日付当社適時開示「第三

者割当による新株式の発行並びに第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権社

債の発行に関するお知らせ」にあるとおり、当社は、池田氏、宮永氏、藤本取締役、WEALTH 

CHIME INDUSTRIAL LIMITED（以下「WCI」と略す）ならびに NEW LIGHT GROUP LIMITED(以下

「NLG」と略す)から資金調達を行い、中国進出を具体的に実行することになり、平成 21 年

11 月 13 日付当社適時開示「第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ」および「北

京誠信能環科技有限公司子会社化に関するお知らせ」（これらを「本件増資」「本件買収」

と略す）にあるとおり WCI から資金調達を行い、True Honour Group Ltd.（以下「THG」と

略す）から中国企業である北京誠信能環科技有限公司（以下「北京誠信」と略す）を買収

し、中国進出を実現したものである。この中国での投資買収案件の選定作業は、宮永氏に

一任されている状態であったということである。 

当社に証券取引等監視委員会の強制調査が入ったのは、平成 23 年６月２日である。我々

監査役は、それ以降終始、当社の経営陣ほか当社および子会社従業員に対し状況の説明を

求め、状況の把握と理解に努めてきた。その中で、関係者は、一貫して金融商品取引法違

反（偽計）の犯罪行為を否定するとともに、捜査当局より証拠隠滅のおそれから社内での

詳細な打ち合わせを禁じられていることを理由に、社内での犯罪嫌疑等の調査を行えない

旨を報告した。法律の専門家である顧問弁護士も同様の見解を示していたため、我々監査

役は自ら主体的に社内調査を行うことを控え、経営陣に対し、捜査当局に全面的に協力し、

早急に事案を解明することを求めた。THG のメンバーであり北京誠信の取締役でもある当社

yamada
テキストボックス
別紙

yamada
テキストボックス



2 

 

の于取締役、王取締役、蔡取締役ら中国側役員が我々監査役に対し直接明確に事案につい

て説明することはなかったものの、池田氏、宮永氏らは適宜詳細な説明を行っていた。 

その後、池田氏、宮永氏らが東京地方検察庁特捜部に逮捕されたのは、平成 24 年３月６

日である。これによって嫌疑が著しく高まったことから、我々監査役は高橋社外取締役と

ともに取締役会およびテレビ会議等を通して、残された中国側役員に対し、早急に会社の

法令違反の有無を明確にするよう要請し、重ねて事実関係の説明を求めた。中国側役員も

善処する旨回答した。 

平成 24 年４月 28 日に当社顧問弁護士である土谷法律事務所の土谷喜輝弁護士および当

社社外監査役の廣岡久生監査役が、北京まで出向き、北京誠信の顧問弁護士である劉弁護

士および姜弁護士にヒアリングを行った。そして、昨日平成 24 年５月９日の取締役会にお

いて、中国側役員より本件増資および本件買収に関して WCI と THG が一体であること、THG

は本件増資および本件買収に関し、当初から株式交換であったと認識していた旨、報告が

なされた。 

 

２．監査役会の見解 

今回の調査は北京誠信の顧問弁護士に対するヒアリングおよび取締役会での中国側役員

の報告のみであり、確かな証拠は入手できなかったものの、監査役会は土谷喜輝弁護士お

よび廣岡久生監査役の調査報告および取締役会での中国側役員の報告を検討し、管理部門

など社内関係者に事情説明を求めた結果、過年度の決算について訂正する必要性がある旨

の認識を得たものである。 

また監査役会としては、今後も引き続き、事実に関する調査を行い、財務計算に関する

書類の適正性の確保のために適切な措置をとるため、今後の当社のガバナンス体制の見直

しも検討する必要があると判断する。財務計算に関する書類の適正性の確保のために適切

な措置とは、決算数値を正すことのみを意味するのではなく、決算数値を作成するための

適正な環境、言い換えれば内部統制を適切に構築することを意味するからである。現状の

当社のガバナンス体制は十分とはいえず、改善が必要であると考える。この点に関し、我々

監査役の立場から意見を述べる。 

第一に、中国側役員による報告があったものの、中国側役員による真相究明が十分であ

るとは考えていない。中国側役員は北京誠信の経営者であるとともに北京誠信の株主すな

わち THG のメンバーである。そのため中国側役員は本件増資および本件買収に深く関与し

ていることが想定される。そのため、我々監査役も前述のとおり、中国側役員に対し、早

急に会社の法令違反の有無を明確にするよう要請してきた。本件増資および本件買収に係

る重要な証拠は、我々監査役の調査権限が及ばない WCI や THG といった当社グループ外に

存在するため、WCI や THG の関係者でもある中国側役員による協力が不可欠だったからで

ある。確たる証拠は未だ入手できないものの、中国側役員は本件増資および本件買収につ

いて株式交換と考えて進めてきたと説明しており、このような状況は当社のガバナンス上



3 

 

重大な問題があるといえる。そのため我々監査役は、今後早急に証拠書類の提出等さらな

る事実関係の説明がなされるよう働きかける。 

第二に、宮永氏に対する真相究明も十分でないと考える。前述のとおり本件増資および

本件買収を具体的に主導したのは宮永氏であった。証券取引等監視委員会の強制調査後も

宮永氏は我々監査役に対し適宜詳細な説明を行っており、我々としても宮永氏の説明に疑

いを差し挟む明確な根拠はなかった。監査役の調査権は、法令により権利付けられている

ものの、調査の実行にあたっては、経営者らの協力に依拠せざるを得ず、監査役による調

査は、捜査当局に対する調査協力および弁護士による刑事弁護活動に後れるものとなった。

今回の調査において、中国側役員は、本件増資および本件買収について株式交換と考えて

進めてきたと説明しており、これが真実であるならば、本件増資および本件買収を具体的

に主導した宮永氏も、この事実を知っていた可能性が高かったのではないかとの疑念が生

じる。現在、宮永氏本人は刑事被告人として身柄拘束中であるとともに、宮永氏に関する

証拠資料が捜査当局に全て押収されているため、刑事訴訟手続きを通してしか、我々は真

実を知りえないという状況にあるが、このような状況は当社のガバナンス上重大な問題が

あるといえるため、我々監査役は今後の事案の解明に努めてゆく。 

第三に、真相究明が不十分であるため経営責任が明確にされていない点にも付言してお

きたい。平成 24 年３月６日に逮捕されて以来、代表取締役である池田氏は、宮永氏ととも

に現在も東京拘置所において身柄拘束中である。保釈請求等弁護人による弁護活動が行わ

れているが、池田氏の身柄拘束が解かれる日時は不明であり、当社は代表取締役不在の状

態が続いている。この点、確かに取締役会決議により代表取締役の権限代行を適法に行う

など、法的にも問題がない体制で当社が運営されており、法律の専門家である顧問弁護士

にもこのことを確認しているため、現状の経営体制であっても当面問題ないとも思える。

しかし、今回の調査結果により、従前と同じ経営体制を維持することは、当社のガバナン

ス上重大な問題があるといえる。代表取締役である池田氏が身柄拘束中のため、現在、社

外取締役である高橋先生の他は、中国側役員３名と藤本取締役によって取締役会は運営さ

れている。そして中国側役員は THG のメンバーであり、今回の調査結果では WCI と一体と

して当社の筆頭株主の地位にあり、かつ、中国側役員は当社の連結売上高の約 75％を占め

る北京誠信の経営者である。その中国側役員が法令違反等事実に関与していたとするなら

ば、当社の内部統制は重要な欠陥がある可能性が高いと考えられ、ガバナンス上重大な問

題があるといえるからである。当社は、今後早急に真相究明を十分に行い、法令違反関与

者の処罰等、経営責任を明確にする必要があると監査役会は理解している。 

最後に、今後の経営体制の見直しなど改善への取組が、取締役会より具体的に示されて

いない点にも付言しておく。本来、財務計算に関する書類の適正性の確保のための必要な

措置として、経営体制の見直しなど改善への取組が具体的に示される必要があると思われ

るが、今回はまだ調査が継続中であり十分な真相究明がなされていないため、取締役会は

現在はこれらを具体的に示すことができない状態にあると理解している。今回、監査役会
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は会計監査人である貴法人に対し、法令違反等事実の事実関係の調査、ならびに当該事実

に係る法令違反の是正その他の適切な措置についての報告を行ったが、貴法人が、当社に

よる適切な措置がとられず、財務計算に関する書類の適正性の確保に重大な影響を防止す

るために必要があると認めた場合には、金融商品取引法第 193 条の３第２項の規定に従い、

意見を内閣総理大臣（金融庁長官）に申し出る可能性があると理解している。そのため、

監査役会としては取締役会とともに、引き続き真相究明と再発防止のための然るべき措置

を早急にとり、貴法人に追加の報告をする所存である。 

 

株式会社セラーテムテクノロジー 監査役会 

監  査  役  青木  廣  ㊞ 

監  査  役  廣岡 久生  ㊞ 

監  査  役  唐澤 秀治  ㊞ 

 




